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事業区分 経常研究（基盤・応用） 研究期間 平成30年度～令和4年度 評価区分
途中評価

（継続）

研究テーマ名

（副題）

温暖化に対応した藻類増養殖技術開発

（高水温化に応じた磯焼け対策と有用海藻の養殖技術開発）

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 総合水産試験場 介藻類科 桐山 隆哉

＜県総合計画等での位置づけ＞

長崎県総合計画
チャレンジ2020

基本理念 人、産業、地域が輝く たくましい長崎県づくり

戦略８ 元気で豊かな農林水産業を育てる

施策① 水産業の収益性向上に向けた取組の強化

長崎県水産業振興基本計画
基本目標(1) 収益性の高い魅力ある経営体の育成

② 漁業・養殖業の収益性向上
基本目標（4） 漁業生産を支える豊かな漁場・安全で快適な漁村の環境整備

② 「藻場回復ビジョン」に基づく総合的な藻場回復などの漁場づく
りの推進

１ 研究の概要(100文字)

温暖化による環境変化に応じた磯焼け対策や有用海藻の増養殖技術の改良・開発を行い、藻場造成の効率

化や造成した藻場の漁場としての利用法の検討、および増養殖海藻の生産の安定・向上を図る。

研究項目
①小型海藻を用いた春藻場造成の効率化、②春藻場の漁場利用の検討、③温暖化影響調査、

④ 有用藻類の養殖技術の改良・開発、⑤ノリ養殖調査

２ 研究の必要性

１） 社会的・経済的背景及びニーズ

○磯焼け対策：磯焼けは、全国的な問題であるが、1990年代後半以降の温暖化の影響による藻場の衰退・消

失は、従来の磯焼けとは現象を異にしており、これまで藻場に対する影響が少なかった魚類の食害が顕在

化し、アラメなど周年海藻が繁茂する「四季藻場」が著しく減少し、代わって春～初夏にのみ繁茂する「春藻

場」の形成がみられるようになり、藻場の分布、構成種、形成時期に大きな変化が生じている。温暖化は継

続しているため、変化する藻場の実態を把握し、環境変化に応じた磯焼け対策を行っていく必要がある。

○海藻の養殖：ノリ、ワカメ養殖は、有明海の基幹産業であるが、近年の高水温化による採苗時期の遅れや生

育不良の発生、魚類の食害の顕在化等が問題化し、2015年には共に平年の50％以下の不作となる等、安

定生産に向け、漁場環境や病障害の発生状況をいち早く把握し、適切な養殖管理を行っていくことが必要と

なっている。また、新養殖種として、ヒジキが注目され、本県でも2008年以降、対馬や有明海沿岸でヒジキ養

殖が開始されて定着化が進み、県内各地へと拡大している。しかし、ヒジキ養殖の課題の１つに、種苗の確

保の問題があり、他県等からの購入に頼っているため、県内での供給体制の確立が望まれている。

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性

温暖化は全国的な問題であり、藻場や海藻の増養殖に与える影響は大きく、変化する漁場環境や海藻の

分布や生育状況を把握し、地域ごとの環境変化に応じた対策を検討していく必要がある。このため、磯焼け

対策は、国の交付金や公共事業により全国各地で行政と研究機関が一体となって取り組まれている。本

県でも国立研究開発法人 水産研究・教育機構（西海区水産研究所）や長崎大学との連携した調査や、市町

や漁協が行う磯焼け対策への技術的サポートを実施している。海藻の増養殖では、国や県の研究機関によ

る選抜育種による高水温耐性種等の作出や養殖技術の改良・開発が行われている。こられの磯焼け対策や

海藻の増養殖技術の開発は、全国会議や海域ごとのブロック会議などで国、県、市町、民間との情報交換が

行われている。

３ 効率性（研究項目と内容・方法）

研究
項目

研究内容・方法 活動指標
Ｈ
30

R
1

R
2

R
3

R
4

単位

①
小型海藻を用いた春藻場
造成の効率化

試験回数
目標 ６ ６ ６ ６ ６ 回数

実績 ６ ６ 回数

② 春藻場の漁場利用の検討 試験回数
目標 ６ ６ ６ ６ ６ 回数

実績 ６ ６ 回数

③
温暖化影響調査
（藻場モニタリング）

調査回数
目標 ２ ２ ２ ２ ２ 回数

実績 ２ ２ 回数



④
有用海藻の養殖技術の改
良・開発

試験回数
目標 ５ ５ ５ ５ ５ 回数

実績 ５ ５ 回数

⑤ ノリ養殖調査 調査回数
目標 ６ ６ ６ ６ ６ 回数

実績 ６ ６ 回数

１） 参加研究機関等の役割分担

○磯焼け対策：国、九州・山口ブロック等の県水試、大学等との情報交換を行ないながら技術開発を進める。ま

た、磯焼け対策の課題である魚の食害対策については、当水試の漁業資源部や国（西海区水研）が、母藻の

供給体制の整備については、県水産部（漁港漁場課）が「藻場回復等総合対策事業」により実施。

○海藻の養殖：ノリ、ワカメ、ヒジキ養殖では、地元水産業普及指導センターとの連携により調査・指導を行う。

ノリ養殖に関する全国会議やヒジキ、ワカメ養殖等では九州・山口や瀬戸内海の各ブロック会議による情報交

換を行いながら技術開発を進める。

２） 予算

研究予算
（千円）

計
（千円）

人件費
（千円）

研究費
（千円）

財源

国庫 県債 その他 一財
全体予算 63,650 39,851 23,799 23,799
H30年度 13,034 7,972 5,062 5,062
R 1年度 12,792 7,954 4,838 4,838
R 2年度 12,608 7,975 4,633 4,633
R 3年度 12,608 7,975 4,633 4,633
R 4年度 12,608 7,975 4,633 4,633
※１：過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案
※２：人件費は職員人件費の見積額

４ 有効性

研究
項目

成果指標 目標 実績
Ｈ
30
R
1
R
2
R
3
R
4

得られる成果の補足説明等

① 増殖海藻種（大型海藻種） ２ ２
小型海藻を増やし大型海藻２種の
増殖の効率化を図る

②
春藻場における漁獲対象
となる介類種

２ ２
介類２種について、春藻場での生
産性を調べる

③
温暖化の影響を把握する

ための調査地区数
２ ２

県内２地区の１年おきの調査によ
る変化傾向把握（壱岐、長崎市）

④
温暖化対応の養殖技術の

改良・開発する海藻種
２ ２

主要増養殖対象２種（ワカメ、ヒジ
キ）

⑤
ノリ養殖情報の作成、配

布
１ １

調査結果等の漁業者への適正管
理に必要な情報提供方法

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性

○磯焼け対策：温暖化による本県沿岸域の環境変化に応じた藻場造成手法（藻場の類型化による藻場造成）を

開発するものであり、「春藻場」という新たな藻場について、漁場としての有効性を検討していくものである。

○海藻の養殖：有明海等の本県沿岸の漁場環境の変化に応じた増養殖技術の改良・開発を行うものである。

２）成果の普及

■研究成果の社会・経済・県民等への還元シナリオ

磯焼け対策では、行政と連携しながら、藻場回復活動の主体である漁協に対し、「藻場回復ビジョン」に基

づいた藻場保全活動（「藻場見守り隊」）の支援や技術的サポートを行うとともに、刊行物への寄稿等による

積極的な情報発信、学習会や研修会による漁業者等への技術の普及と定着化を図る。

海藻の養殖では、「ノリ養殖情報」等の漁業者等への情報提供を行うとともに、学習会や研修会による技術

の普及や定着化を図る。

■研究成果による社会・経済・県民 等への波及効果（経済効果、県民の生活・環境の質の向上、行政施策

への貢献等）の見込み

磯焼け対策では、沿岸水産資源の基盤である藻場の保全により、水産資源や漁場生産力の維持・向上に

つながる。海藻の養殖では、生産の安定と生産性の向上が期待される。

（研究開発の途中で見直した事項）



別紙２（様式2）                       研究評価の概要

種

類
自己評価 研究評価委員会

事

前

（29年度）

評価結果

(総合評価段階： A )

・必 要 性： A

温暖化が継続するなか、海藻の分布、種類、生育に

変化が生じており、その実態把握と環境変化に応じ

た磯焼け対策や海藻の養殖技術の改良・開発が求

められている。

・効 率 性： S

水研、九州各県の研究機関との連携や全国およびブ

ロック会議等による情報交換により、効率的に調査

研究を進めるとともに、地元漁業者や水産業普及指

導センターと連携して実施する。

・有 効 性： A

温暖化による環境変化に応じた磯焼け対策や海藻

の養殖技術の改良・開発が図られ、藻場の回復や

有用藻類の安定生産につながる。

・総合評価： A

温暖化は現在も継続しており、藻場や養殖漁場

の高水温化傾向も継続している。そのため、環境変

化や海藻への影響を把握し、変化に応じた対策を

講じることは急務であり、必要不可欠である。

（29年度）

評価結果

(総合評価段階： S )

・必 要 性： S

海洋の温暖化の進行に伴い海藻の分布や種類、

生育に大きな変化が生じ、藻場が大きく減少し、磯

焼けが進行している。環境変化に対応した磯焼け

対策や海藻の増殖技術開発の継続は重要であり、

必要性は極めて高い。

・効 率 性： A

研究を効率的に進める上で、予備知見や基礎知

見を得ており、今後の研究開発に繋がる素地が出

来ている。磯焼け以前の景観に戻すのではなく、産

業も見据えた新たな形の藻場づくりを目指してお

り、目標は明確で、手法も合理的である。多くの公

的研究機関、地元漁業者や普及指導センターと協

力して技術開発を実施予定であり、効率性は高い。

・有 効 性： A

小型海藻に着目した有効性の検討や、食害動物

のウニの有効利用を検討課題としており、有効性は

高い。高価で品薄のヒジキに対しても、難易度の高

い養殖技術の開発に積極的に取組んでいる。藻場

回復は難しい点も多いが、新規手法も取り入れて

おり、有効な研究と評価できる。

・総合評価： S

温暖化や環境変動の影響で沿岸域の基礎生産が

多大な影響を受ける中で、個々の現象の詳細な把

握に逐次努めると共に、対策を積極的に講じようと

しており、内容を高評価したい。研究の必要性や効

率性は高く、九州地区をはじめ多くの公的機関と連

携しながら改善を計画しており、難しい研究である

が、成果は得られると考えられる。

対応 対応

漁場環境の変動を把握しながら、他の研究機関との

連携や情報交換を積極的に行い、計画的、効率的に

実施していく。



途

中

（R2年度）

評価結果

(総合評価段階： A )

・必 要 性： Ｓ

温暖化が継続するなか、海藻の分布、種類、生

育に変化が生じており、その実態把握と環境変化

に応じた磯焼け対策や海藻の養殖技術の改良・開

発が求められている。

・効 率 性： Ａ

水研、九州各県の研究機関との連携や全国およ

びブロック会議等による情報交換により、効率的に

調査研究を進めるとともに、地元漁業者や水産業普

及指導センターと連携して実施する。

・有 効 性： A

温暖化による環境変化に応じた磯焼け対策や海

藻の養殖技術の改良・開発が図られ、藻場の回復

や有用藻類の安定生産につながる。

・総合評価:： A

温暖化は現在も継続しており、藻場や養殖漁場

の高水温化傾向も継続している。そのため、環境変

化や海藻への影響を把握し、変化に応じた対策を

講じることは急務であり、必要不可欠である。

（R2年度）

評価結果

(総合評価段階： S )

・必 要 性： S

海水温が上がり、海藻の分布、種類に大きな変化が

生じ、現在でも磯焼けは進行している。磯焼けは水産

業全般に関わる大問題であり、早急な対策が必要で

ある。環境変化に対応した磯焼け対策や藻類増養殖

技術の開発や改良の必要性は高い。

・効 率 性： S

水研や九州各県の研究機関との連携や他ブロック

等の情報交換、地元漁業者等の連携をしていて効率

性は高い。

本事業をより深く切り込んでいくことで，本県らしさを

打ち出し，より効率性を上げていただきたい。

・有 効 性： A

十分な基礎的知見を既に得ており、本県の環境変

化に対応した磯焼け対策や藻類の養殖技術の改良開

発がすすめられ、今後が期待される。非常に期待され

る分野なので、さらに新規性を示して取り組んで頂き

たい。

・総合評価： S

温暖化や高水温は継続しており、今後も更に進行

することが考えられる。環境変化の影響を把握し、対

策を講じることは重要である。

本事業はこれまで着実に成果を挙げており、今後も

成果が期待される。また、本事業は今も進行している

磯焼け対策を行う上で、きわめて重要性が高く、継続

する必要がある。

対応 対応

引き続き、藻場や海藻養殖に対する環境変化の影

響を把握していくとともに、関係の研究機関との情報

交換や連携を積極的に行い、効率性や新規性を念頭

においた取り組みを実施していく。

事

後

（R4年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

対応 対応


